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入 札 説 明 書 

 

 空港用液体凍結防止剤散布車（7000L 級以上、6×4、スプレーバー装置付）の交換に係る一

般競争入札の公告（令和６年６月１０日付け）に基づく入札については、関係法令に定める

もののほか、この入札説明書によるものとする。 

 

１  契約担当者 

   青森県知事  宮下 宗一郎 

２  一般競争入札に付する事項 

次の（１）と（２）に掲げる物品の交換 

 (１)  青森県が交換に供する物品（以下「下取物品」という。） 

   ア 名称及び数量   薬剤散布車 １台 

      イ 規格等      別紙仕様書のとおり 

 (２)  青森県が交換により取得する物品（以下「取得物品」という。） 

   ア 名称及び数量  空港用液体凍結防止剤散布車（7000L 級以上、6×4、スプレーバー 

装置付）１台 

      イ 規格等      別紙仕様書のとおり 

 (３)  納入期限     令和８年３月１６日 

 (４)  納入場所     別紙仕様書のとおり 

３  入札説明書の交付及び契約条項を示す場所並びに問合せ先 

   〒０３０－８５７０ 

  青森県青森市長島一丁目１番１号 

     青森県出納局会計管理課物品調達グループ（会計管理課分室） 

     ＴＥＬ ０１７－７３４－９０９８（担当 飯田） 

   ＦＡＸ ０１７－７３４－８０１９ 

４  技術的事項に関する問合せ先 

    〒０３０－８５７０ 

青森県青森市長島一丁目１番１号 

   青森県県土整備部港湾空港課港湾計画・空港グループ 

      ＴＥＬ ０１７－７３４－９６７４（担当 竹鼻） 

ＦＡＸ ０１７－７３４－８１９４ 

５  入札・開札の日時及び場所 

 (１)  日 時 令和６年７月２４日 １３時３０分 

 (２)  場 所 青森県青森市長島一丁目１番１号 

          青森県庁舎 会計管理課入札室 

６  入札及び契約手続に使用する言語及び通貨 

   日本語及び日本国通貨 



 

７  入札に参加する者に必要な資格 

 (１)  地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項及び第２項に規

定する者に該当しない者であること。 

 (２)  令和５年６月１２日青森県告示第４０４号（物品等の競争入札参加資格）の一又は

令和６年２月１３日青森県告示第８６号（物品等の競争入札参加資格）の一のいずれか

の規定により入札の日までにＡの等級に格付された者であること。 

 (３)  物品の製造の請負、買入れ及び借入れに係る契約並びに役務の提供を受ける契約に

係る競争入札参加資格者名簿登載業者に関する指名停止要領（平成１２年１月２１日付

け青管第９１２号。以下｢指名停止要領｣という。）に基づく知事の指名停止の措置を、

一般競争入札参加資格審査申請書の提出期限の日から開札の時までの間に、受けていな

い者であること。 

 (４)  一般競争入札参加資格審査申請書の提出期限の日から開札の時までの間に、指名停止

要領別表第９号から第１６号までに掲げる措置要件に該当する事実（既に知事の指名停

止の措置が行われたものを除く。）がない者であること。 

 (５)  取得物品又はこれと同等の類似品について相当数の納入実績があることを証明した

者であること。 

 (６)  取得物品について迅速なアフターサービス及びメンテナンスの体制が整備されている

ことを証明した者であること。 

８  入札に参加する者に必要な資格を有するかどうかの審査を申請する時期及び場所 

 (１)  入札への参加を希望する者は、一般競争入札参加資格審査申請書（以下「申請書」

という。（別紙様式１））２部に次に掲げる関係書類を添えて、青森県出納局会計管

理課長に提出しなければならない。また、申請書の内容について説明及び必要に応じ

て内容の変更等を求められた場合には、これに応じなければならない。 

    なお、関係書類のうち、イからカまでについては、各書類ごとに、当該入札への参

加を希望する者の住所及び氏名（法人の場合は、当該法人の商号又は名称及び代表者

職氏名）を記名しなければならない。 

   ア 物品の製造の請負、買入れ及び借入れに係る競争入札参加資格審査結果通知書の

写し     ２部 

   イ 納入実績証明書（別紙様式２）     ２部 

    (ア)  取得物品又は同等の類似品に関する過去５年間の納入実績（機種、規格、メ

ーカー名、台数、年度及び納入先が明示されていること。） 

    (イ)  取得物品の写真又はカタログ等 

   ウ メーカー及び工場に関する調書（別紙様式３）      ２部 

       製作工場の所在地等の状況が明示されていること。 

   エ サービス・メンテナンス体制証明書（別紙様式４）    ２部 

    (ア)  取得物品の製作場所及びメンテナンスが行える整備工場の一覧 

      ・ 納入場所の最寄りの整備工場が明示されていること。 

      ・ 整備工場の名称、所在地、入札参加者との関係、当該物品の点検整備実績

（過去１～３年程度）、及び修理の依頼を受けてから工場で作業に着手する

までの所要日数が明示されていること。 



 

    (イ)  部品供給体制  

      ・ 部品供給の総括窓口、供給系統及び所要日数、納入後の部品供給可能年

数、依頼から供給までに必要な所要日数が明示されていること。 

      ・ 消耗部品（通常の稼働状況で１年程度の期間内の消耗又は劣化により交換

が必要となる部品）は２日、一般部品（５年程度の期間内に消耗又は劣化に

より交換が必要な部品）は５日を超えて調達に日数が必要な部品についての

全部品及び調達日数が明示されていること。 

    (ウ)  技術員の派遣体制 

       緊急時の連絡系統、現地への派遣方法、連絡から現地到着までの所要時間が

明示されていること。 

   オ 製作仕様書     ２部 

    (ア)  取得物品の製作仕様の詳細を説明した図書で、別添仕様書の内容が網羅され

ていること。 

    (イ)  取得物品の基本構造等が確認できる図面及び外観図（正面図、平面図、側面

図、背面図）が添付されていること。 

    (ウ)  メーカー名、規格及び性能等が明示されていること。 

   カ 工程表      ２部 

設計・製作（主要部品を下請け注文する場合は、その内容が明示されているこ

と。）の工程、期間、検査場所及び納期が明示されていること。 

 (２)  申請書の提出時期等  

    入札への参加を希望する者は、申請書に関係書類を添えて、令和６年７月１日午後

５時までに青森県出納局会計管理課長に提出しなければならない。(１)の説明及び内

容の変更等に応じない者は、当該入札に参加することができないものとする。 

    (１)の審査結果については、当該提出者に対して別途書面により通知する。 

 (３)  申請書の提出場所 

〒０３０－８５７０ 

    青森県青森市長島一丁目１番１号 

      青森県出納局会計管理課物品調達グループ（会計管理課分室） 

     ＴＥＬ ０１７－７３４－９０９８（担当 飯田） 

    ＦＡＸ ０１７－７３４－８０１９ 

９  落札対象 

  取得物品に要求する性能等が満たされていると判断された８の(１)オ及びカの製作仕様書

及び工程表に基づく入札書のみを落札対象とする。 

10  入札価格等 

 (１)  入札価格 

    入札価格は、取得物品と下取物品の交換差金とする。 

 (２)  入札書（別紙様式５）の記載要領 

   ア 落札の決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０

に相当する額を加算した額（１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた

金額）をもって落札金額とするので、課税事業者であるか免税事業者であるかを問



 

わず、入札者は、見積もった契約希望金額の１１０分の１００に相当する金額を入

札書に記載するものとする。 

   イ 入札書には、入札年月日、入札価格及び入札件名（入札に係る物品の名称及び数

量）を記載の上、入札者の住所及び氏名（法人の場合は、当該法人の商号又は名称

及び代表者職氏名）を記名及び押印（外国人又は外国法人の場合は、当該個人又は

当該法人の代表者の署名）しなければならない。 

     なお、代理人が入札を行う場合は、代理人の氏名（法人の場合には、当該法人の

商号又は名称及び代表者職氏名）を記名及び押印しなければならない。 

   ウ 自動車重量税、自動車損害賠償責任保険及び自動車リサイクル料金の取扱いは、

別途とする。 

11  入札書の提出方法等 

 (１)  委任代理人が入札を行う場合は、委任状（別紙様式６）を入開札前までに青森県出

納局会計管理課長に提出しなければならない。ただし、有効な期間委任状を既に提出

している場合は、不要とする。 

 (２)  郵便により入札を希望する場合は、二重封筒により書留又は簡易書留郵便とし、中

封筒に入札書を入れて封印の上、入札件名（入札に係る物品の名称及び数量）、入開

札期日及び入札者の氏名（法人の場合は、当該法人の商号又は名称及び代表者職氏

名）を表記し、表封筒には「令和６年７月２４日入開札、件名（入札に係る物品の名

称及び数量）入札書在中」と朱書きの上、青森県出納局会計管理課長あてに「親展」

により令和６年７月２３日午後５時までに提出しなければならない。 

 (３)  電話、電報、ファックス、Ｅメールによる入札は、認めないものとする。 

12 入開札の立会い等 

 (１)  入開札は、入札者又はその代理人を立ち会わせて行う。ただし、入札者又はその代

理人が立ち会わない場合は、入札事務に関係のない職員を立ち会わせて行う。 

 (２)  入札者又はその代理人は、開札場に入場しようとするときは、身分証明書等を提示

しなければならない。 

13 入札執行回数 

  原則として３回を限度とする。 

14  入札保証金及び契約保証金 

  入札保証金は免除するものとし、契約保証金は青森県財務規則（昭和３９年３月青森県

規則第１０号）第１５９条の規定による。 

15  落札者の決定方法 

 (１)  ９により落札対象と判断され、かつ、青森県財務規則第１３７条の規定に基づいて

作成された予定価格の制限の範囲内で、交換差金に係る最低の価格をもって有効な入

札を行った者を落札者とする。 

 (２)  落札者となるべき同価の入札者が２人以上あるときは、直ちに、くじで落札者を定

める。この場合において、当該入札者のうちくじを引かない者があるときは、これに

代えて、入札事務に関係のない職員にくじを引かせるものとする。 



 

16  再度入札等 

 (１)  開札した場合において落札となるべき入札者がないときは、直ちに再度の入札を行

う。ただし、この場合において郵便により入札を行った者がいるときは、入開札の日

時及び場所を速やかに定め、再度の入札を行う。 

 (２)  無効の入札を行った者及び入札を辞退した者は再度の入札に参加することはできな

い。 

 (３)  ２回目の入札に付し落札者がない場合において、１者を除いて他の入札者がすべて

辞退した場合又は１者を除いて他に有効な入札を行った者がいない場合は、以後の再

度入札は行わず、その１者との随意契約により契約を締結する。 

 (４)  ３回目の入札に付し、落札者がないときは、最低価格の入札者との随意契約により

契約を締結する。 

17  入札の無効 

 (１)  入札の参加資格のない者がした入札 

 (２)  同一の入札について二以上の入札をした者の入札 

 (３)  公正な価格の成立を害し、又は不正の利益を得るためにした連合その他不正の行為

によって行われたと認められる入札 

 (４)  入札書の金額、氏名、印影若しくは重要な文字の誤脱又は識別しがたい入札又は金

額を訂正した入札 

 (５)  その他入札条件に違反した入札 

18  入札結果の通知 

    入札結果の通知は、青森県財務規則第１５０条の１０の規定により行う。 

19  契約の締結 

 (１)  落札決定の日から７日以内に契約を締結する。 

 (２)  落札の決定後、当該入札に係る契約の締結までの間において、当該落札者が７に掲げ

るいずれかの要件を満たさなくなった場合には、当該契約を締結しない。 

 (３)  契約書（案） 別紙のとおり 

20  検査 

    検査は、青森県財務規則第１６３条に規定するもののほか、契約書及び仕様書に定める

ところにより行うものとする。 

21  契約代金の支払方法 

  契約代金は、２０の検査に合格した後において、当該契約者の請求により支払うものと

する。 

22  その他 

   この競争入札を行う場合において了知し、かつ、遵守すべき事項は、青森県財務規則の

別記の「入札者心得書」（ただし、第４条第８項及び第６条(Ｂ)を除く。）記載のとおり

とする。 



 

（別紙様式１） 

令和  年  月  日 

 

青森県知事  殿 

 

入札参加者 

所在地又は住所 

 

商号又は名称 

 

代表者職氏名              

 

担当者氏名               

 

連絡先 

電話番号 

ファックス番号 

 

 

一般競争入札参加資格審査申請書 

 

一般競争入札への参加を希望しますので、その資格の審査について、関係資料を添

えて、下記のとおり申請します。なお、この申請書及び添付資料の内容については、

事実と相違ないことを誓約します。 

 

記 

 

１ 入  札  件 名      空港用液体凍結防止剤散布車（7000L 級以上、6×

4、スプレーバー装置付）の交換に係る一般競争

入札 

２ 入 開 札 日 時         令和６年７月２４日 １３時３０分 

３ 提出書類の名称及び提出部数 

（１） 物品の製造の請負、買入れ及び借入れに係る競争入札参加資格審査結果通知

書の写し                          ２部 

（２） 納入実績証明書                      ２部 

（３） メーカー及び工場に関する調書               ２部 

（４） サービス・メンテナンス体制証明書             ２部 

（５） 製作仕様書                        ２部 

（６） 工程表                          ２部 

 



 

（別紙様式２） 

 

納 入 実 績 証 明 書 

 

                                                         令和  年  月  日 

 

      青森県知事  殿 

 

                             所在地又は住所 

                                    商号又は名称 

                                    代表者職氏名                       

 

 

  物品の調達に係る一般競争入札（令和６年６月１０日付け公告）に係る当該取得物品の納

入実績は、下記のとおりであることを証明します。 

 

記 

 

１  入 札 件 名  空港用液体凍結防止剤散布車（7000L 級以上、6×4、スプレーバー装

置付）の交換に係る一般競争入札 

 

２  入 開 札 日 時    令和６年７月２４日 １３時３０分 

 

３  過去５年間の納入実績（同等な類似品を含む。） 

 

メーカー名 

 

機 種 

 

規 格 

 

納入年度 

 

納入先 

 

納入台数 

 

備  考 

       

 

４  添付書類 

    契約書（写）その他 

 



 

（別紙様式３） 

メーカー及び工場に関する調書  

 

                                                        令和    年  月  日 

 

   青森県知事  殿 

 

                           所在地又は住所 

                                  商号又は名称 

                                  代表者職氏名                       

 

 物品の調達に係る一般競争入札（令和６年６月１０日付け公告）に係る当該取得物品のメ

ーカー及び工場の状況は、下記のとおりです。 

 

 記  

 

１  入 札 件 名  空港用液体凍結防止剤散布車（7000L 級以上、6×4、スプレーバー装

置付）の交換に係る一般競争入札 

２  入 開 札 日 時    令和６年７月２４日 １３時３０分 

３  メーカー及び工場の状況 

 

 

 

  メーカー 

商号又は名称  

所在地又は住所  

代表者氏名  

電話番号  

担当者氏名  

総従業員数  

前年度総売上額  

 最寄りの営業

所等 

名     称  

所在地又は住所  

担当者氏名  

電話番号  

 

   工  場 

名     称  

所在地又は住所  

責任者氏名  

電話番号  

 過去５年間の

実績 

延べ製作台数   

（当該物品及び同等物品） 



 

（別紙様式４） 

サービス・メンテナンス体制証明書 
 

                                                        令和    年  月  日 

     青森県知事 殿 

 

                             所在地又は住所 

                                    商号又は名称 

                                    代表者職氏名                       

 

 物品の調達に係る一般競争入札（令和６年６月１０日付け公告）に係る当該取得物品のア

フターサービス及びメンテナンス体制は、下記のとおりであることを証明します。 

 

記  

 

１  入 札 件 名  空港用液体凍結防止剤散布車（7000L 級以上、6×4、スプレーバー装

置付）の交換に係る一般競争入札 

２  入 開 札 日 時    令和６年７月２４日 １３時３０分 

３  点検整備又は修理の体制 

最寄りの整備工場の名称  

所在地又は住所  

責任者氏名  

担当者氏名  

電話番号及びファックス番号  

入札者との関係  

点検整備等の実績(過去３年間)  

派遣に要する日数  

派遣方法  

 

４  部品供給の体制 

総括窓口の名称  

所在地又は住所  

責任者氏名  

担当者氏名  

電話番号及びファックス番号  

部品の供給に要する日数  

部品の供給可能年数  

 （注）１ 「部品の供給に要する日数」は、当該部品の供給につき、それぞれ消耗部品に

あっては２日を、一般部品にあっては５日を超えるものについては、それらのす

べての部品について、その供給に要する日数を別葉により記載する。 

      ２ 「部品の供給可能年数」は、すべての部品について、別葉により記載する。 

    ３ 必要に応じて別葉により記載する。 

 

５  技術員の派遣体制 

    当該派遣依頼に係る修理等の内容に応じた通常時及び緊急時における技術員の派遣に係る

連絡受付先及び連絡系統、派遣方法並びに所要時間等を連絡系統図として別葉により記載す

る。 



 

（別紙様式５） 

令和  年  月  日 

 

青森県知事 殿 

 

                           所在地又は住所 

                                  商号又は名称 

                                  代表者職氏名                        印 

                                  委任代理人                          印 

 

 入  札  書  

 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

円 

 （内訳） 

 

番号 

 

入 札 品 名 

 

規 格 

 

数量 

 

単 価 

 

金   額 

 （取得物品） 

空港用液体凍結防止

剤散布車（7000L級以

上、6×4、スプレーバ

ー装置付） 

仕様書の 

とおり 

 

１台 

 

 

 〇〇〇 

 

       〇〇〇 

 
（下取物品） 

薬剤散布車 
 

 

１台 

 

△ 〇〇〇 △ 〇〇〇 

  

 

 

 

 

 
 

 

 

 

  

合   計 

    

        〇〇〇 

備考 見積もる契約希望金額は、この入札書に記載した金額に当該金額の１００分の１０に

相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り

捨てた金額）である。 



 

（別紙様式６） 

 

 

委       任       状 

 

令和  年  月  日 

 

 青 森 県 知 事 殿 

 

                  所在地又は住所 

 

                  商号又は名称 

 

                  代表者職氏名               ㊞ 

 

 私は、次の者を委任代理人と定め、下記件名の入札及び見積りに関する一切の権限を委任

します。 

 

 受任者 所在地又は住所                

     商号又は名称 

     職 氏 名                  

 代理人使用印鑑 

 

記 

 

入札（見積り）件名  空港用液体凍結防止剤散布車（7000L 級以上、6×4、スプレーバー装

置付）の交換に係る一般競争入札 

 

入札（見積り）期日  令和６年７月２４日                  

 

入札（見積り）・開札場所   青森県庁舎会計管理課入札室         

 



仕様書最終確認 

港湾空港課 

竹鼻 一佐 

017-734-9674 

 

空港用液体凍結防止剤散布車 
（７０００Ｌ級以上、６×４、スプレーバー装置付） 

 

 

 

仕 様 書 
 

 

 
 

 

 

 

令和６年４月 

 

 

 

青 森 県 

 

 

 



１　下取り車両の名称、規格等

車種 薬剤散布車

車名 新明和

登録番号 －

（管理番号） （Ｍ－３）

型式・年代 ＬＳＦ７５－４Ｌ

車体番号 ＦＳ２ＰＰＷ－１００２９

排気量・気筒 １０.５２　ℓ

乗車定員 ２人

取得年月日 平成19年2月26日

登録年月日 －

車検有効期限 －

走行距離数等 39,313km（令和６年４月１日時点）

車両の所属 青森空港管理事務所

２　取得車両の名称、規格等

別紙、空港用液体凍結防止剤散布車（７０００Ｌ級以上、６×４、スプレーバー装置付）
仕様書のとおり。

仕　　　様　　　書
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空港用液体凍結防止剤散布車 

（７０００Ｌ級以上、６×４、スプレーバー装置付） 

仕様書 

適用範囲及び概要 

本仕様書は、青森空港において滑走路、誘導路及びエプロン等の除雪作業に使用する空港用の液

体凍結防止剤散布車（7000 L 級以上、6×4、スプレーバー装置付）に適用するものであり、その

構造及び必要条件等に関する仕様を規定するものである。 

納入車は、冬期間における青森空港の降雪量、気温、風速など厳しい環境での作業に耐える十分

な耐久性、性能、信頼性と良好な操縦性能を有するものでなければならない。 

本仕様書に明記されていない事項については、青森県（以下「甲」という）と物品納入者（以下

「乙」という）が協議のうえ決定するものとする。 

 

１．性 能 

（１） 散布幅      中央散布幅    ２．５ｍ～２．７ｍ程度 

片側散布幅    ８．５ｍ～９．０ｍ程度 

両側散布幅 １５ｍ（両側散布最大幅 １５m）  

（２） 散布量 １５ml／㎡ ～４５ml／㎡（５ｍｌ／㎡段階切替 

可能とする） 

（３） 作業速度 １０ ～ ４０㎞／ｈ 

（４） タンク容量 ７０００L 以上 

（５） 登坂能力（tanθ） ０．５３以上 

（６） 最小回転半径 ８m 以下（最外輪中心） 

（７） 騒音レベル ８０db(A)以下（オペレータ耳もと、無負荷、機関

 最高回転速度の 80％、運転室扉密閉にて） 

 

２．主要諸元 

（１） 全      長 9,600mm 以下（現状除雪車庫奥行 9,600ｍｍ） 

（２） 全      幅 3,200mm 以下   

（３） 全      高 3,600mm 以下 

（４） 最大積載量 8,340 ㎏以上 (積載液体比重:1.146～1.39) 

（５） 車両総質量 22,000 ㎏以下 

（６） 乗車定員 2 名   



 2

３．車   両  

（１） 機    関 

  機関型式 水冷ディーゼル機関 

     最大出力 235kW｛320PS｝以上 

     最大トルク １，４４２N･m｛１４７㎏ｆ･m｝以上   

（２） 動力伝達装置 

     主変速機 前進 6 段、後進 1 段 以上 

（３） 駆動方式 

    車輪配列・形式       前 2、後輪 2 駆動式(6×4) 

（４） タ イ ヤ 

     形  式 スタッドレスタイヤ 

（５） かじ取装置 

     形  式 倍力装置付 

（６）運転室 

     構  造 全鋼製密閉形 

     ハンドル位置 右ハンドル 

   窓 前一合わせガラス 

 側・後一合わせガラス又は強化ガラス 

 

 

４．凍結防止剤散布装置 

凍結防止剤散布装置は、散布液用タンクと散布用ポンプユニット、散布バーユニット、キャ

ブ内操作ユニット等により構成し、動力は車輌フライホイール P・T・O より取出し、油圧駆

動とする。 

作業項目は、①タンクより外部へ排出 ②自動・手動散布 ③内部循環が行える構造とする。 

車速同調式自動散布機構は、車両の作業速度（10～40 ㎞／ｈ）を検出し、作業速度の変化

に同調して、一定の散布量になるように流量を制御可能な機構とする。 

散布装置は、車両後部にスプレーバーを設け、スプレーノズルを取付けるものとする。 

   青森空港の厳しい気象条件を十分考慮し、凍結などによりスプレーバーが制御不能となるこ

とがない構造とする。 
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（１） 散布液タンク 

構造・材質 SUS３０４ 

タンク容量 7,000 L 以上 

マンホール数 2 個 

防  波  板 2 板以上 

内面処理           酸洗い 

（２） ポンプ 

形      式 自吸式うず巻ポンプ 

全  揚  程 30m 以上 

最大吐出量 400 L／min 以上 

駆 動 方 式 油圧モータ式 

 

（３） スプレーバー装置 

全      長 構造・方法により決定する。 

材      質 SUS304 

ノ  ズ  ル          均等に散布可能とする個数を取付し、散布量の誤差 

               の範囲は±５％以内とする。 

収 納 方 式 左右伸縮式、又は、開閉式バー方式とする。 

 

（４） 配    管 

材      質 SUS304 

 

（５） 操作装置 

・運転室内で次の操作ができるものとする。 

① 散布・停止 

② 散布幅設定 

③ 散布量設定 

④ スプレーバー伸縮、又は開閉操作 
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５．凍結防止剤吸入装置（散布装置用ポンプで兼用する場合を含む） 

  （１）吸入ポンプ性能 

       形 式       問わない 

       口 径 吸入側   問わない         

         吐出側   問わない 

       圧 力（常用）   問わない 

       揚水量（常用）   ３００Ｌ／ｍｉｎ以上 

       吸入水頭       ３ｍ 

 

 

６．計 器 類 

（１） 運行記録計（120 ㎞／h  速度計、7 日計） 1 

（２） 機関回転計  1 

（３） 燃料計  1 

（４） その他標準計器類  1 

 

 

７．照明装置類 

（１） 前  照  灯  2 

（２） 前部霧灯（淡黄色）  2 

（３） 黄色灯火(前､散光式､幅 430 ㎜以上)  1 

  〃 (後､散光式､幅 430 ㎜以上)            2 

（４） スプレーバー用黄色灯火                 左、右各１個以上                 

（５） その他標準照明装置類  1 式 

（６）黄色灯火等の規格 

    ｲ） 規格、取付位置については「道路維持作業用自動車及び道路管理用緊急自動車の 

       取扱いについて(昭和 55 年 6 月 5 日建設省機発第 473 号)」によるものとする。 

    ﾛ） 運転室または作業装置上部の堅固に取付け、重量、振動に耐えるよう取付部に必 

       要な補強を行うものとする。 
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８．付属装置及び付属品 

  （１）ワイパー(スノーブレード付)                1 式 

  （２）バックブザー                       １式 

  （３）エアコン                        １式 

  （４）カーヒータ                       １式 

  （５）吸排水ホース(兼用)8ｍ                  1 本 

  （６）無線機用電源                      1 式 

  （７）床マット                        １式 

  （８）非常用信号具(発煙筒 1、赤旗 1)              1 式 

  （９）予備タイヤ (スタッドレスタイヤホイール付、走行用完備品) 1 式 

  （10）車輪止め                        ２個 

  （11）座席ベルト(全席)                     1 式 

  （12）消火器(ABC 粉末、1.8 ㎏以上)               1 個 

  （13）標準付属工具                      １式 

  （14）取扱説明書（完成図面を含む）              ３部及び電子版１式 

  （15）部品表                         ３部 

  （16）付属品及び予備品一覧表                 ３部 

  （17）履歴簿                         １部 

 

９．無 線 機 （出力 5W 設定、架台・アンテナ共）            １式 

無線機等は新品とし、青森空港管理事務所が使用する周波数 154.21MHz で送受信がで

きること。 

(無線器は、CSR 社 GX5570VJF 同等品以上、また、アンテナは周波数の調整を行うこ

と。) 

 

１０．塗  装 

 塗装は、下記及び国土交通省建設機械塗装基準に準拠して行うものとする。      

  
 
（１）塗装指定色 
       

外部色は、日本塗料工業会発行の２００３年版「塗料用標準色見本帳」（以下「見本帳」 

 

という。）Ａ２２－７０Ｘ、マンセル値（参考）２．５Ｙ８／１４とする。   
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（２）標示の色調は、見本帳ＡＮ－１０、マンセル値（参考）Ｎ１とする。 
           
（３）標   示 
      

   標示は左横書きとし、下表のとおりとする。 
 

    記入箇所  記 入 文 字    文字の寸法    字    体  

 
 車体両側面 

Ｍ－３  約８００ｍｍ角  
 丸ゴシック体 

   青 森 県  約５００ｍｍ角 

 車体前・後面    青 森 県    適      宜  丸ゴシック体 

   車体上面 Ｍ－３    適      宜  丸ゴシック体 
 

１１． 完 成 検 査 

 完成検査は、甲が指名する青森県検査職員立会いの下に、下記事項について乙が用意する 

 

検査（試験）場及び甲の指定場所において実施するものとし、仕様書による諸条件を満足す 

 

ることを確認する。これに必要な人員、設備、測定機器、消耗品等は、すべて乙において準 

 

備するものとする。 なお、乙は、検査に先立ち社内試験成績書を提出し、その承諾を受け 

 

るものとする。ただし、検査の一部は、甲が乙における品質及び社内試験設備、あらかじめ 

 

提出された社内試験成績書等を審査し、妥当と認めた場合はこれを省略することがある。 

            
１２． 工 場 検 査 

 

上記検査以外に中間検査として工場検査を実施する。これに必要な人員、設備、測定機器、 

 

消耗品等は、すべて乙において準備するものとする。 なお、乙は、検査に先立ち社内試験 

 

成績書を提出し、その承諾を受けるものとする。ただし、検査の一部は、甲が乙における品 

 

質及び社内試験設備、あらかじめ提出された社内試験成績書等を審査し、妥当と認めた場合 

 

はこれを省略することがある。         
 

１３．納入場所及び台数 
 

    納 入 場 所             住                所  台 数  

  青 森 空 港 〒030-0155 青森県青森市大字大谷字小谷1-5 TEL017-739-2121   １ 
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１４．現地引渡運転                                 

 

 現地引渡運転は、青森空港の指定場所において実作業運転等を行うと共に、青森空港管理 

 

事務所職員等に対し取扱説明及び実技の指導を行うものとする。            

 

１５．保    証 

 納入後1箇年以内に製作上の欠陥によるものとみなされる故障が発生した場合には、乙は無 

 

償修理を行わなければならない。 

  

特に重大な故障が発生したときは、上記期間経過後であっても甲乙協議のうえ、乙に無償 

 

修理を行わせることがある。 

１６．その他の事項 

（１）製造期日等の指定 

        納入車は、納入期日前 1 年以内に製造されたもので新品とする。 

  （２）自動車登録番号標等 

当該車両は空港制限区域内限定使用であることから、自動車登録番号標の取得は不要

とする。 

上記により、自動車登録番号標取得に伴う自動車重量税やリサイクル料の支払い、

自動車損害賠償責任保険の加入は対象外とする。 

  （３）提出図書の言語の指定 

      取扱説明書など、提出を義務づけられた図書に使用する言語は、慣用的に外来語を用   

いる場合を除き日本語とする。 

（４）下取車両の取扱い 

下取車両の「青森県」の標示は消去するものとする。なお、廃棄処分する場合はこの限

りではない。 

下取車両は車両納入時に引き渡すものとする。 

 

 

 

 

 



 

物 品 交 換 契 約 書 
 

     青森市長島一丁目１番１号 

発注者  青 森 県 

 

受注者   

 

上記当事者間において、物品の交換のため、次のとおり（ただし、第２条（ ）及び第１

１条（ ）を除く。）契約を締結した。 

 

（交換する物品の内容） 

第１条 発注者と受注者は、それぞれの所有する次に掲げる物品を交換することを約した。 

(１) 発注者が交換に供する物品（以下「下取物品」という。）の名称、型式、規格、数

量、金額等は、次のとおりとする。 

ア 名  称  薬剤散布車 

イ 型  式  別紙仕様書のとおり 

ウ 規  格  別紙仕様書のとおり 

エ 数  量  １台 

オ 金  額  ￥．         

（うち消費税及び地方消費税の額 ￥．      ） 

カ そ の 他  登録は、引渡し後、受注者が速やかに抹消するものとする。 

(２) 受注者が交換に供する物品（以下「取得物品」という。）の名称、型式、規格、数

量、金額、付属品等は、次のとおりとする。 

ア 名  称  空港用液体凍結防止剤散布車（7000L 級以上、6×4、スプレーバー

装置付） 

イ 型  式   

ウ 規  格  別紙仕様書のとおり 

エ 数  量  １台 

オ 金  額  ￥．         

（うち消費税及び地方消費税の額 ￥．       ） 

カ 付属品等  別紙仕様書のとおり 

２ 発注者は、交換差金として、金          円を受注者に支払うものとする。 

（契約保証金） 

第２条(Ａ) 契約保証金は、金       円とする。 

２ 前項の契約保証金には、利息を付さないものとする。 

３ 第１項の契約保証金は、受注者が契約を履行した後、受注者に還付するものとする。 



第２条(Ｂ) 契約保証金は、免除する。 

（取得物品の納入期限等） 

第３条 取得物品の納入期限及び納入場所は、次のとおりとする。 

(１) 納入期限  令和８年３月１６日 

(２) 納入場所  別紙仕様書のとおり 

２ 受注者は、取得物品を納入しようとするときは、あらかじめその旨を発注者に通知す

るとともに、納入の際は、物品納入管理票を提出するものとする。 

３ 受注者は、第１項の納入期限までに取得物品を納入できないときは、遅滞なく発注者

に書面により理由を付して通知しなければならない。 

４ 発注者は、第１項所定の期日までに下取物品を引き渡すものとする。この場合におい

て、発注者が必要と認めるときは、前段の規定にかかわらず次条第１項に規定する取得

物品の引渡しと同時に、当該下取物品の引渡しを行うことができるものとする。なお、

仕様書においてこれと異なる定めをした場合は、この項の規定にかかわらず、当該仕様

書の定めに従うものとする。 

（取得物品の検査等） 

第４条 発注者は、取得物品の納入があった場合において、受注者の立会いの下に検査を

行うものとし、検査の結果、合格と認めるときは、直ちに取得物品の引渡しを受けるも

のとする。 

２ 前項の検査に要する費用及び検査のために取得物品が変質又は消耗き損したことによ

る損害は、すべて受注者の負担とする。ただし、特殊の検査に要する費用は、この限りで

ない。 

３ 受注者は、自らの都合により検査に立ち会わないときは、検査の結果について異議を

申し立てることができないものとする。 

４ 第１項の検査に合格しなかったときは、受注者は、取得物品を遅滞なく引き取り、発

注者の指定する期日までに代品を納入しなければならない。 

５ 前条第２項及び第３項並びに前各項の規定は、代品の納入について準用する。 

（所有権の移転時期） 

第５条 所有権は、取得物品にあっては前条第１項の検査に合格し、引渡しを完了した時

に、下取物品にあっては第３条第４項の引渡しを完了した時に、それぞれ互いに相手方

に移転するものとする。 

（交換差金の支払） 

第６条 受注者は、受注者の取得物品の引渡しを完了した後、請求書により発注者に交換

差金を請求するものとする。 

２ 発注者は、前項の請求書を受理した日から起算して３０日以内に交換差金を支払うも

のとする。 

 （権利の譲渡等の制限） 

第７条 受注者は、この契約により生じる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は承継させ



てはならない。ただし、あらかじめ発注者の承諾を得た場合は、この限りでない。 

（遅延利息） 

第８条 受注者は、その責めに帰する理由により第３条第１項の納入期限までに取得物品

を納入しなかった場合は、当該納入期限の翌日から納入した日までの日数に応じ、交換

差金（既納部分に係るものを除く。）の額につき年２．５パーセントの割合で計算して得

た金額を遅延利息として発注者に納付するものとする。この場合において、遅延利息の

額が１００円未満であるとき、又はその額に１００円未満の端数があるときは、その全

額又は端数を切り捨てるものとする。 

２ 発注者は、前項の遅延利息を、交換差金より控除することができる。 

（契約不適合責任） 

第９条 受注者は、納入した物品に種類、品質又は数量に関して契約の内容に適合しない

もの（以下「契約不適合」という。）があるときは、別に定める場合を除き、その修補、

代替物の引渡し若しくは不足分の引渡しによる履行の追完又はこれに代えて若しくは併

せて損害賠償（以下「履行の追完等又は損害賠償」という。）の責めを負うものとする。

ただし、当該契約不適合が発注者の指示により生じたものであるときは、この限りでな

い。 

２ 前項の履行の追完等又は損害賠償の請求は、発注者がその契約不適合の事実を知った

時から１年以内に受注者にその旨を通知して行わなければならない。 

（契約の解除） 

第１０条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当する場合は、この契約を解除す

ることができる。 

（１）第３条第１項の納入期限までに取得物品を納入しなかったとき。ただし、発注者

の責めに帰する理由によるときはこの限りでない。 

（２）第７条の規定に違反して、交換差金債権を譲渡したとき。 

（３）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７ 

  号。以下「暴対法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。）又は暴力団員

（暴対法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。）が経営に実質的に関与している

と認められる者に交換差金債権を譲渡したとき。 

（４）第３条第１項の納入期限までに取得物品を納入する見込みがないと明らかに認め

られるとき。 

（５）その他この契約に違反し、その違反によってこの契約の目的を達することができ

ないと認められるとき。 

２ 次に掲げる者がこの契約を解除した場合は、前項第４号の規定に基づき発注者が解除

したものとみなす。 

（１）受注者について破産手続開始の決定があった場合において、破産法（平成１６年法

律第７５号）の規定により選任された破産管財人 

（２）受注者について更生手続開始の決定があった場合において、会社更生法（平成１４



年法律第１５４号）の規定により選任された管財人 

（３）受注者について再生手続開始の決定があった場合において、民事再生法（平成１１

年法律第２２５号）の規定により選任された再生債務者等 

（契約保証金の帰属） 

第１１条(Ａ) 発注者が、前条の規定によりこの契約を解除した場合は、第２条の契約保

証金は、発注者に帰属するものとする。 

（違約金） 

第１１条(Ｂ) 発注者は、前条の規定によりこの契約を解除した場合は、交換差金の額の

１００分の５に相当する金額を違約金として受注者から徴収するものとする。この場合

において、違約金の額が１００円未満であるとき、又はその額に１００円未満の端数が

あるときは、その全額又は端数を切り捨てるものとする。 

２ 第８条第２項の規定は、前項の違約金を徴収する場合に準用する。 

（損害賠償） 

第１２条 発注者は、第１０条の規定によりこの契約を解除した場合において、前条の違

約金又は契約保証金（契約保証金の納付に代えて提供された担保については、当該担保

の価値）若しくは履行保証保険の保険金の額を超えた金額の損害が生じたときは、その

超えた金額を損害賠償として受注者から徴収する。 

（暴力団の排除） 

第１３条 受注者は、この契約による事務を処理するため、別記「暴力団排除に係る特記 

事項」を守らなければならない。 

（紛争の解決方法） 

第１４条 この契約は、日本国の法令に準拠するものとする。 

２ この契約に係る訴訟については、発注者の事務所の所在地を管轄する日本国の裁判所

をもって合意による専属的管轄裁判所とする。 

（協議事項） 

第１５条 この契約書に定めのない事項及び疑義の生じた事項については、発注者と受注

者とが協議して定めるものとする。 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 



 

上記契約の成立を証するため、この契約書を２通作成し、発注者及び受注者が記名押印

し、各自その１通を保有するものとする。 

 

令和  年  月  日 

 

 

発注者  青森県知事 宮下 宗一郎    □印  

 
 

 

受注者                  ○印  

 



別記 

暴力団排除に係る特記事項 

 

（総則） 

第１ 受注者は、青森県暴力団排除条例(平成２３年３月青森県条例第９号)の基本理念に則

り、この特記事項が添付される契約（以下「本契約」という。）及びこの特記事項を守らな

ければならない。 

（暴力団排除に係る契約の解除）  

第２ 発注者は、受注者（第１号から第５号までに掲げる場合にあっては、受注者又はその

支配人（受注者が法人の場合にあっては、受注者又はその役員若しくはその支店若しく

は契約を締結する事務所の代表者））が次の各号のいずれかに該当するときは、本契約

を解除することができる。 

(１) 暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７

号）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。第５号及び第６号において同じ。）で

あると認められるとき。  

(２) 自己若しくは第三者の不正な利益を図り又は第三者に損害を与える目的で暴力団

（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団

をいう。以下この項において同じ。）の威力を利用したと認められるとき。 

(３) 暴力団の威力を利用する目的で金品その他財産上の利益の供与（以下この号及び

次号において「金品等の供与」という。）をし、又は暴力団の活動若しくは運営を

支援する目的で相当の対価を得ない金品等の供与をしたと認められるとき。  

(４) 正当な理由がある場合を除き、暴力団の活動を助長し、又は暴力団の運営に資す

ることとなることを知りながら金品等の供与をしたと認められるとき。  

(５) 暴力団員と交際していると認められるとき。  

(６) 暴力団又は暴力団員が実質的に経営に関与していると認められるとき。  

(７) その者又はその支配人（その者が法人の場合にあっては、その者又はその役員若

しくはその支店若しくは契約を締結する事務所の代表者）が第１号から前号までの

いずれかに該当することを知りながら当該者とこの契約に係る下請契約、材料等の

購入契約その他の契約を締結したと認められるとき。 

(８) 第１号から第６号までのいずれかに該当する者を契約の相手方とするこの契約に

係る下請契約、材料等の購入契約その他の契約（前号に該当する場合の当該契約を除

く。）について、発注者が求めた当該契約の解除に従わなかったとき。 

２ 前項の規定により契約を解除した場合の契約保証金の帰属、違約金及び損害賠償につい

ては、本契約の規定による。 

（不当介入に係る報告・通報）  

第３ 受注者は、受注者及び下請負者等に対して暴力団員等による不当介入があった場合は、 

発注者及び警察へ報告・通報しなければならない。また、警察の捜査上必要な協力を行う

ものとする。 

 

 
 


